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令和４年第３回港区議会定例会議案等件名一覧 

 

 区長報告７件  

区長報告第１０号  専決処分について（港区立赤羽小学校新築工事請負契約の変更 

区長報告第１１号  専決処分について（港区特定公共賃貸住宅シティハイツ高浜等 

          新築に伴う電気設備工事請負契約の変更） 

区長報告第１２号  専決処分について（港区特定公共賃貸住宅シティハイツ高浜等 

          新築に伴う機械設備工事請負契約の変更） 

区長報告第１３号  専決処分について（（仮称）港区立神応いきいきプラザ等複合 

          施設整備工事請負契約の変更） 

区長報告第１４号  専決処分について（（仮称）港区立神応いきいきプラザ等複合 

          施設整備に伴う電気設備工事請負契約の変更） 

区長報告第１５号  専決処分について（（仮称）港区立神応いきいきプラザ等複合 

          施設整備に伴う機械設備工事請負契約の変更） 

区長報告第１６号  専決処分について（和解） 

 

 議案３８件  

議案第６２号    港区人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部を改正 

          する条例 

議案第６３号    公益的法人等への港区職員の派遣等に関する条例の一部を改正 

          する条例 

議案第６４号    外国の地方公共団体の機関等に派遣される港区職員の処遇等に 

          関する条例の一部を改正する条例 

議案第６５号    港区職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例 

議案第６６号    港区職員の懲戒に関する条例の一部を改正する条例 

議案第６７号    港区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正 

          する条例 

議案第６８号    港区職員の高齢者部分休業に関する条例（新規） 

議案第６９号    港区職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

議案第７０号    港区非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正 

          する条例 

議案第７１号    港区職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

議案第７２号    港区職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

議案第７３号    港区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

 ） 
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議案第７４号    港区自転車等の放置防止及び自転車等駐車場の整備に関する条 

          例の一部を改正する条例 

議案第７５号    港区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一 

          部を改正する条例 

議案第７６号    港区特定公共賃貸住宅条例等の一部を改正する条例 

議案第７７号    港区立高齢者集合住宅条例等の一部を改正する条例 

議案第７８号    港区学童クラブ条例の一部を改正する条例 

議案第７９号    港区子ども医療費助成条例の一部を改正する条例 

議案第８０号    港区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の 

          一部を改正する条例 

議案第８１号    港区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

議案第８２号    港区議会議員及び区長の選挙における選挙運動の公費負担に関 

          する条例の一部を改正する条例 

議案第８３号    令和４年度港区一般会計補正予算（第２号） 

議案第８４号    令和４年度港区介護保険会計補正予算（第１号） 

議案第８５号    令和３年度港区一般会計歳入歳出決算 

議案第８６号    令和３年度港区国民健康保険事業会計歳入歳出決算 

議案第８７号    令和３年度港区後期高齢者医療会計歳入歳出決算 

議案第８８号    令和３年度港区介護保険会計歳入歳出決算 

議案第８９号    工事請負契約の承認について（港区立台場区民センター等大規 

          模改修工事） 

議案第９０号    工事請負契約の承認について（港区立台場区民センター等大規 

          模改修に伴う電気設備工事） 

議案第９１号    工事請負契約の承認について（港区立台場区民センター等大規 

          模改修に伴う機械設備工事） 

議案第９２号    物品の購入について（港区立赤羽小学校什器等） 

議案第９３号    物品の購入について（折り畳み式ヘルメット等） 

議案第９４号    指定管理者の指定について（港区立エコプラザ） 

議案第９５号    指定管理者の指定について（港区立神応いきいきプラザ） 

議案第９６号    指定管理者の指定について（港区立神応保育園） 

議案第９７号    指定管理者の指定について（港区立しばうら保育園等） 

議案第９８号    指定管理者の指定について（港区立港南子ども中高生プラザ） 

議案第９９号    指定管理者の指定について（港区立がん在宅緩和ケア支援セン 

          ター） 

 

 追加議案２件  

          港区教育委員会教育長の任命の同意について 

          港区監査委員の選任の同意について 



３ 

 

     （参考） 

区長報告   ７件 

専 決 

処 分 
７件 

内訳 

 工事請負契約の変更      ６件 

 和解             １件 
 

議  案  ３８件 

条 例 ２１件 

内訳 

 新規制定           １件 

 一部改正          ２０件 

予 算 ２件 
内訳 

 令和４年度補正予算      ２件 

決 算 ４件 
内訳 

 令和３年度歳入歳出決算    ４件 

その他 １１件 

内訳 

 工事請負契約の承認      ３件 

 物品の購入          ２件 

 指定管理者の指定       ６件 
 

追加議案   ２件 

人 事 

案 件 
２件 

内訳 

 教育委員会教育長の任命の同意 １件 

 監査委員の選任の同意     １件 
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令和４年第３回港区議会定例会議案等の概要 

 

区長報告第１０号                【総務部契約管財課】 

 専決処分について（港区立赤羽小学校新築工事請負契約の変更） 

 

 本件は、令和２年第１回定例会で承認され、令和２年第３回定例会で契 

約金額の変更を報告した港区立赤羽小学校新築工事請負契約の変更につい 

て専決処分しましたので、報告するものです。 

 ○ 専決処分の日（契約変更の日） 

    令和４年８月１日 

 ○ 変更内容 

    契約金額  ４３億２，７３４万５，０００円 

           → ４３億４，４７１万４，０００円 

               （１，７３６万９，０００円増） 

 ○ 理  由  ビオトープの設置に係る追加工事による変更 

 

区長報告第１１号                【総務部契約管財課】 

 専決処分について（港区特定公共賃貸住宅シティハイツ高浜等新築に伴 

 う電気設備工事請負契約の変更） 

 

 本件は、令和２年第２回定例会で承認された港区特定公共賃貸住宅シテ 

ィハイツ高浜等新築に伴う電気設備工事請負契約の変更について専決処分 

しましたので、報告するものです。 

 ○ 専決処分の日（契約変更の日） 

    令和４年７月７日 

 ○ 変更内容 

 （１）契約金額  ６億４，７９０万円 

           → ６億６，４１２万５，０００円 

              （１，６２２万５，０００円増） 

 （２）工  期  契約締結の日の翌日から令和５年１２月１１日まで 

           → 契約締結の日の翌日から令和７年１０月３１ 

             日まで 

 ○ 理  由  夜間工事の追加等による本体工事の工期変更及び工期 

         変更に伴う現場管理費等の増額による変更 
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区長報告第１２号                【総務部契約管財課】 

 専決処分について（港区特定公共賃貸住宅シティハイツ高浜等新築に伴 

 う機械設備工事請負契約の変更） 

 

 本件は、令和２年第２回定例会で承認された港区特定公共賃貸住宅シテ 

ィハイツ高浜等新築に伴う機械設備工事請負契約の変更について専決処分 

しましたので、報告するものです。 

 ○ 専決処分の日（契約変更の日） 

    令和４年７月７日 

 ○ 変更内容 

 （１）契約金額  ６億６，９９０万円 

           → ６億８，７５２万２，０００円 

              （１，７６２万２，０００円増） 

 （２）工  期  契約締結の日の翌日から令和５年１２月１１日まで 

           → 契約締結の日の翌日から令和７年１０月３１ 

             日まで 

 ○ 理  由  夜間工事の追加等による本体工事の工期変更及び工期 

         変更に伴う現場管理費等の増額による変更 

 

区長報告第１３号                【総務部契約管財課】 

 専決処分について（（仮称）港区立神応いきいきプラザ等複合施設整備 

 工事請負契約の変更） 

 

 本件は、令和３年第２回定例会で承認された（仮称）港区立神応いきい 

きプラザ等複合施設整備工事請負契約の変更について専決処分しましたの 

で、報告するものです。 

 ○ 専決処分の日（契約変更の日） 

    令和４年８月１日 

 ○ 変更内容 

 （１）契約金額  １０億７，６９０万円 

           → １１億３，０００万８，０００円 

               （５，３１０万８，０００円増） 

 （２）工  期  契約締結の日の翌日から令和４年１１月１１日まで 

           → 契約締結の日の翌日から令和５年１月２０日 

             まで 
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 ○ 理  由  地中障害物の撤去、既存躯体の補修等に係る追加工事 

         による変更 

 

区長報告第１４号                【総務部契約管財課】 

 専決処分について（（仮称）港区立神応いきいきプラザ等複合施設整備 

 に伴う電気設備工事請負契約の変更） 

 

 本件は、令和３年第２回定例会で承認された（仮称）港区立神応いきい 

きプラザ等複合施設整備に伴う電気設備工事請負契約の変更について専決 

処分しましたので、報告するものです。 

 ○ 専決処分の日（契約変更の日） 

    令和４年８月１日 

 ○ 変更内容 

 （１）契約金額  ２億１，３７３万円 

           → ２億１，７７７万８，０００円 

                （４０４万８，０００円増） 

 （２）工  期  契約締結の日の翌日から令和４年１１月１１日まで 

           → 契約締結の日の翌日から令和５年１月２０日 

             まで 

 ○ 理  由  地中障害物の撤去等による本体工事の工期変更及び工 

         期変更に伴う現場管理費等の増額による変更 

 

区長報告第１５号                【総務部契約管財課】 

 専決処分について（（仮称）港区立神応いきいきプラザ等複合施設整備 

 に伴う機械設備工事請負契約の変更） 

 

 本件は、令和３年第２回定例会で承認された（仮称）港区立神応いきい 

きプラザ等複合施設整備に伴う機械設備工事請負契約の変更について専決 

処分しましたので、報告するものです。 

 ○ 専決処分の日（契約変更の日） 

    令和４年８月１日 

 ○ 変更内容 

 （１）契約金額  ２億２０万円 

           → ２億１，０１８万８，０００円 

                （９９８万８，０００円増） 
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 （２）工  期  契約締結の日の翌日から令和４年１１月１１日まで 

           → 契約締結の日の翌日から令和５年１月２０日 

             まで 

 ○ 理  由  本体工事の工期変更及び地中障害物の撤去等に係る追 

         加工事による変更 

 

区長報告第１６号                  【総務部総務課】 

 専決処分について（和解） 

 

 本件は、庁有自転車の交通事故の和解について専決処分しましたので、 

報告するものです。 

 ○ 専決処分の日 令和４年８月２４日 

 ○ 概   要 

 （１）事件の要旨 

    令和３年７月１５日港区西麻布一丁目１３番先の都道北品川四谷 

   線道路上において、職員が運転をしていた庁有自転車が信号待ちを 

   するため停止しようとしたところ、当該自転車の右側から走行して 

   きた相手方の自転車と衝突した交通事故により、職員及び相手方が 

   負傷したことにより生じた損害について、和解により本件事件の早 

   期解決を図ることとしたものです。 

 （２）和解事項 

   ア 区は、相手方に対し、３０万１，１８３円の支払義務があるこ 

    とを認める。 

   イ 相手方は、区に対し、５万３，５２３円の支払義務があること 

    を認める。 

   ウ 区及び相手方は、区と相手方との間には、本件事故に関し、本 

    和解条項に定めるもののほか、何らの債権債務のないことを相互 

    に確認する。 

 

議案第６２号                    【総務部人事課】 

 港区人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部を改正する条例 

 

 本案は、「地方公務員法」の一部改正に伴い、規定を整備するものです。 

 ○ 内  容  条例で引用している地方公務員法の条項番号を変更し 

         ます。 
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 ○ 施行期日  令和５年４月１日 

 

議案第６３号                    【総務部人事課】 

 公益的法人等への港区職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 本案は、「地方公務員法」の一部改正に伴い、規定を整備するものです。 

 ○ 内  容   

 （１）派遣することができない職員に、管理監督職勤務上限年齢を超え 

   て管理監督職として留任した職員を加えます。 

 （２）定年前再任用短時間勤務職員について、派遣することができない 

   職員から除くこととします。 

 （３）その他規定の整備 

 ○ 施行期日  令和５年４月１日。ただし、（３）については、公布 

         の日 

 

議案第６４号                    【総務部人事課】 

 外国の地方公共団体の機関等に派遣される港区職員の処遇等に関する条 

 例の一部を改正する条例 

 

 本案は、「地方公務員法」の一部改正に伴い、規定を整備するものです。 

 ○ 内  容  派遣することができない職員に、管理監督職勤務上限 

         年齢を超えて管理監督職として留任した職員を加えま 

         す。 

 ○ 施行期日  令和５年４月１日 

 

議案第６５号                    【総務部人事課】 

 港区職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 本案は、「地方公務員法」の一部改正に伴い、職員の定年を引き上げる 

ほか、管理監督職勤務上限年齢制及び定年前再任用短時間勤務制を導入す 

るため、規定を整備するものです。 

 ○ 内  容   

 （１）職員の定年を段階的に引き上げます。 

     ６０歳 → ６５歳 

 



 ６

 （２）管理監督職勤務上限年齢制を導入し、対象となる職を定めるとと 

   もに、上限年齢を６０歳とします。 

 （３）定年前再任用短時間勤務制を導入します。 

 （４）港区職員の再任用に関する条例を廃止します。 

 （５）定年の段階的引上げ期間における経過措置として暫定再任用制度 

   を設けます。 

 ○ 施行期日  令和５年４月１日。ただし、（３）の一部については、 

         公布の日 

 

議案第６６号                    【総務部人事課】 

 港区職員の懲戒に関する条例の一部を改正する条例 

 

 本案は、「地方公務員法」の一部改正に伴い、規定を整備するものです。 

 ○ 内  容  減給処分を受ける職員の給料月額に変動があった場合 

         の減給の上限を定めます。 

 ○ 施行期日  令和５年４月１日 

 

議案第６７号                    【総務部人事課】 

 港区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 本案は、「地方公務員法」の一部改正に伴い規定を整備するほか、職員 

の健康及び福祉を考慮して休憩時間を追加することができることとするも 

のです。 

 ○ 内  容   

 （１）定年前再任用短時間勤務職員の勤務時間、休日、休暇等を定めま 

   す。 

 （２）職員の健康及び福祉を考慮して、必要があると認める場合には、 

   休憩時間を追加することができることとします。 

 ○ 施行期日  令和５年４月１日 

 

議案第６８号                    【総務部人事課】 

 港区職員の高齢者部分休業に関する条例（新規） 
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 本案は、「地方公務員法」の規定に基づき、定年退職前の働き方の選択 

肢を広げるための高齢者部分休業制度を導入するため、新たに条例を制定 

するものです。 

 ○ 内  容   

 （１）高齢者部分休業は、５５歳から取得できることとします。 

 （２）高齢者部分休業の承認は、１週間当たりの通常の勤務時間の２分 

   の１を超えない範囲で、１日又は３０分を単位として行うこととし 

   ます。 

 （３）高齢者部分休業の承認の取消し、休業時間の短縮及び休業時間の 

   延長について定めます。 

 （４）高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない場合の給与の減額につ 

   いて定めます。 

 ○ 施行期日  令和５年４月１日 

 

議案第６９号                    【総務部人事課】 

 港区職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 本案は、「地方公務員の育児休業等に関する法律」の一部改正を踏まえ 

非常勤職員の育児休業の取得要件を緩和するほか、「地方公務員法」の一 

部改正に伴い規定を整備するものです。 

 ○ 内  容   

 （１）非常勤職員が子の出生日から５７日以内に育児休業を取得する場 

   合の要件を緩和します。 

 （２）非常勤職員が子の１歳到達日後に育児休業を取得する場合の要件 

   を緩和します。 

 （３）育児休業及び育児短時間勤務をすることができない職員に、管理 

   監督職勤務上限年齢を超えて管理監督職として留任した職員を加え 

   ます。 

 ○ 施行期日  令和４年１０月１日。ただし、（１）及び（２）の一 

         部については公布の日、（３）については令和５年４ 

         月１日 

 

議案第７０号                    【総務部人事課】 

 港区非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 
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 本案は、「地方公務員法」の一部改正に伴い、規定を整備するものです。 

 ○ 内  容  条例で引用している地方公務員法の条項番号を変更し 

         ます。 

 ○ 施行期日  令和５年４月１日 

 

議案第７１号                    【総務部人事課】 

 港区職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

 本案は、「地方公務員法」の一部改正に伴い、規定を整備するものです。 

 ○ 内  容   

 （１）定年前再任用短時間勤務職員の給料月額の算定方法、期末手当の 

   支給月数等を定めます。 

 （２）定年前再任用短時間勤務職員について、初任給調整手当、扶養手 

   当及び住居手当は支給しないこととします。 

 （３）６０歳に達した日後における最初の４月１日以後の給料は、給料 

   月額の７割とします。 

 （４）港区職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の規定を整備 

   します。 

 ○ 施行期日  令和５年４月１日。ただし、（４）の一部については、 

         公布の日 

 

議案第７２号                    【総務部人事課】 

 港区職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

 本案は、児童相談所に勤務する職員の負担軽減を図るため児童相談所業 

務手当の上限額を改定するほか、「児童福祉法」の一部改正に伴い規定を 

整備するものです。 

 ○ 内  容   

 （１）児童相談所業務手当の上限額を引き上げます。 

     ４９０円 → ９５０円 

 （２）条例で引用している児童福祉法の条項番号を変更します。 

 ○ 施行期日  公布の日。ただし、（２）については、令和５年４月 

         １日 

 ○ 適用期日  （１）については、令和４年４月１日 
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議案第７３号                    【総務部人事課】 

 港区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

 本案は、「地方公務員法」の一部改正等に伴い、規定を整備するもので 

す。 

 ○ 内  容   

 （１）６０歳に達した日後における最初の４月１日以後の退職手当の基 

   本額は、算定の特例を適用することとします。 

 （２）管理監督職勤務上限年齢制により降任等をした職員の退職手当の 

   調整額を定めます。 

 （３）「雇用保険法」及び「職業安定法」の一部改正に伴い、規定を整 

   備します。 

 ○ 施行期日  令和５年４月１日。ただし、（３）については、公布 

         の日 

 

議案第７４号              【街づくり支援部地域交通課】 

 港区自転車等の放置防止及び自転車等駐車場の整備に関する条例の一部 

 を改正する条例 

 

 本案は、一の橋公園自転車駐車場を新たに設置するものです。 

 ○ 内  容   

 （１）一の橋公園自転車駐車場を追加します。 

     名  称  港区立一の橋公園自転車駐車場 

     位  置  港区東麻布三丁目９番１号 

 （２）利用の承認に係る経過措置を定めます。 

 ○ 施行期日  区規則で定める日（（１）については令和５年５月１ 

         日予定、（２）については同年４月１日予定） 

 

議案第７５号                【街づくり支援部建築課】 

 港区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正 

 する条例 

 

 本案は、都市計画が変更された品川駅周辺地区地区計画の区域内におけ 

る建築物の制限を定めるものです。 
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 ○ 内  容   

 （１）地区整備計画の区域について、条例で引用している東京都告示番 

   号を変更します。 

 （２）計画地区「区域四－二」について、「区域四－二Ａ」、「区域四 

   －二Ｂ」及び「区域四－二Ｃ」に細分化し、計画地区における建築 

   禁止建築物等を定めます。 

 （３）計画地区に「区域Ａ」及び「区域Ｂ」を加えます。 

 ○ 施行期日  公布の日 

 

議案第７６号                【街づくり支援部住宅課】 

 港区特定公共賃貸住宅条例等の一部を改正する条例 

 

 本案は、「東京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現 

を目指す条例」の一部改正を踏まえ、同居することができる者の範囲を拡 

大するものです。 

 ○ 内  容   

 （１）入居の際に同居することができる者及び使用権を承継することが 

   できる者に、東京都パートナーシップ宣誓制度の利用者を加えます。 

 （２）その他規定の整備 

 ○ 施行期日  令和４年１１月１日 

 [改正条例一覧] 

１ 港区特定公共賃貸住宅条例 

２ 港区営住宅条例 

３ 港区立住宅条例 

 

議案第７７号     【保健福祉支援部高齢者支援課及び障害者福祉課】 

 港区立高齢者集合住宅条例等の一部を改正する条例 

 

 本案は、「東京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現 

を目指す条例」の一部改正を踏まえ、同居することができる者の範囲を拡 

大するものです。 

 ○ 内  容  入居の際に同居することができる者に、東京都パート 

         ナーシップ宣誓制度の利用者を加えます。 

 ○ 施行期日  令和４年１１月１日 
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 [改正条例一覧] 

１ 港区立高齢者集合住宅条例 

２ 港区立ケアハウス条例 

３ 港区立障害者住宅条例 

 

議案第７８号            【子ども家庭支援部子ども家庭課】 

 港区学童クラブ条例の一部を改正する条例 

 

 本案は、赤羽小学校の移転に伴い、学童クラブ事業の実施場所を変更す 

るものです。 

 ○ 内  容  放課ＧＯ→学童クラブあかばねの実施場所を変更しま 

         す。 

          港区三田一丁目４番５２号 

           → 港区三田二丁目６番２号 

 ○ 施行期日  区規則で定める日（令和５年４月１日予定） 

 

議案第７９号            【子ども家庭支援部子ども家庭課】 

 港区子ども医療費助成条例の一部を改正する条例 

 

 本案は、医療費の助成対象を拡大するものです。 

 ○ 内  容   

 （１）助成対象に、１５歳に達する日の翌日以後の最初の４月１日から 

   １８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者を加え 

   ます。 

 （２）助成の申請、認定等に係る経過措置を定めます。 

 ○ 施行期日  令和５年４月１日。ただし、（２）については、同年 

         １月１日 

 

議案第８０号      【教育委員会事務局学校教育部教育人事企画課】 

 港区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改 

 正する条例 

 

 本案は、「地方公務員法」の一部改正に伴い規定を整備するほか、幼稚 

園教育職員の健康及び福祉を考慮して休憩時間を追加することができるこ 

ととするものです。 
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 ○ 内  容   

 （１）定年前再任用短時間勤務職員の勤務時間、休日、休暇等について 

   定めます。 

 （２）幼稚園教育職員の健康及び福祉を考慮して、必要があると認める 

   場合には、休憩時間を追加することができることとします。 

 ○ 施行期日  令和５年４月１日 

 

議案第８１号      【教育委員会事務局学校教育部教育人事企画課】 

 港区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

 本案は、「地方公務員法」の一部改正に伴い、規定を整備するものです。 

 ○ 内  容   

 （１）定年前再任用短時間勤務職員の給料月額の算定方法、期末手当の 

   支給月数等を定めます。 

 （２）定年前再任用短時間勤務職員について、扶養手当及び住居手当は 

   支給しないこととします。 

 （３）６０歳に達した日後における最初の４月１日以後の給料は、給料 

   月額の７割とします。 

 ○ 施行期日  令和５年４月１日 

 

議案第８２号                【選挙管理委員会事務局】 

 港区議会議員及び区長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例 

 の一部を改正する条例 

 

 本案は、「公職選挙法施行令」の一部改正を踏まえ、選挙運動の公費負 

担の限度額を引き上げるものです。 

 ○ 内  容   

 （１）自動車の使用に係る経費について、公費負担の限度額を引き上げ 

   ます。 

   ア 自動車の借入れ（１日当たり） 

      １５，８００円 → １６，１００円 

   イ 自動車の燃料購入（１日当たり） 

      ７，５６０円 → ７，７００円 
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 （２）ビラの作成（１枚当たり）に係る経費について、公費負担の限度 

   額を引き上げます。 

     ７円５１銭 → ７円７３銭 

 （３）ポスターの作成に係る経費について、公費負担の限度額を引き上 

   げます。 

   ア ポスターの印刷（１枚当たり） 

      ５２５円６銭 → ５４１円３１銭 

   イ ポスターの企画 

      ３１０，５００円 → ３１６，２５０円 

 ○ 施行期日  公布の日 

 

議案第８３号                  【企画経営部財政課】 

 令和４年度港区一般会計補正予算（第２号） 

 

 本案の概要は、別表１のとおりです。 

 

議案第８４号                  【企画経営部財政課】 

 令和４年度港区介護保険会計補正予算（第１号） 

 

 本案の概要は、別表１のとおりです。 

 

議案第８５号                       【会計室】 

 令和３年度港区一般会計歳入歳出決算 

 

 本案の概要は、別表２のとおりです。 

 

議案第８６号                       【会計室】 

 令和３年度港区国民健康保険事業会計歳入歳出決算 

 

 本案の概要は、別表３のとおりです。 

 

議案第８７号                       【会計室】 

 令和３年度港区後期高齢者医療会計歳入歳出決算 

 

 本案の概要は、別表４のとおりです。 
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議案第８８号                       【会計室】 

 令和３年度港区介護保険会計歳入歳出決算 

 

 本案の概要は、別表５のとおりです。 

 

議案第８９号                  【総務部契約管財課】 

 工事請負契約の承認について（港区立台場区民センター等大規模改修工 

 事） 

 

 本案は、港区立台場区民センター等大規模改修工事について、工事請負 

契約の承認を求めるものです。 

 ○ 内  容 

 （１）工事の規模    

   ア 台場区民センター等  鉄骨鉄筋コンクリート造地下１階地上 

                １４階建て 

                延べ６２，８２６．０２㎡のうち延べ 

                ４，９８７．６２㎡ 

   イ 台場高齢者在宅サー  鉄骨鉄筋コンクリート造地下１階地上 

     ビスセンター     ２階建て 

                延べ１，３８２．８７㎡ 

 （２）契約金額    ６億６，９９０万円 

 （３）工  期    契約締結の日の翌日から令和６年２月２９日まで 

 （４）契約の相手方  港区海岸一丁目２番３号汐留芝離宮ビルディング 

            ３階 

            株式会社三幸工務店東京支店 

 

議案第９０号                  【総務部契約管財課】 

 工事請負契約の承認について（港区立台場区民センター等大規模改修に 

 伴う電気設備工事） 

 

 本案は、港区立台場区民センター等大規模改修に伴う電気設備工事につ 

いて、工事請負契約の承認を求めるものです。 

 ○ 内  容 

 （１）契約金額    ３億９，１６０万円 

 （２）工  期    契約締結の日の翌日から令和６年２月２９日まで 
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 （３）契約の相手方  港区六本木七丁目６番２号 

            岸野電気株式会社 

 

議案第９１号                  【総務部契約管財課】 

 工事請負契約の承認について（港区立台場区民センター等大規模改修に 

 伴う機械設備工事） 

 

 本案は、港区立台場区民センター等大規模改修に伴う機械設備工事につ 

いて、工事請負契約の承認を求めるものです。 

 ○ 内  容 

 （１）契約金額    ６億８，３１０万円 

 （２）工  期    契約締結の日の翌日から令和６年２月２９日まで 

 （３）契約の相手方  港区芝大門二丁目１２番８号 

            株式会社テクノ菱和港営業所 

 

議案第９２号                  【総務部契約管財課】 

 物品の購入について（港区立赤羽小学校什器等） 

 

 本案は、港区立赤羽小学校の什器等を購入するものです。 

 ○ 内  容 

 （１）購入の目的   港区立赤羽小学校の移転に伴う備品の整備 

 （２）購入品目及び  机     ４９０台 

    数量      椅子  １，５２２脚 

            棚     ５２０台 

            その他    ４９点 

 （３）購入予定価格  １億７９７万７２０円 

 （４）購入の相手方  港区芝大門一丁目３番１６号 

            株式会社第一文眞堂 

 

議案第９３号                  【総務部契約管財課】 

 物品の購入について（折り畳み式ヘルメット等） 

 

 本案は、折り畳み式ヘルメット等を購入するものです。 
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 ○ 内  容 

 （１）購入の目的   災害時における安全の確保を図るための学校等 

            の防災用ヘルメットの買換え 

 （２）購入品目及び  折り畳み式ヘルメット     ２，２５０個 

    数量      防災頭巾付き折り畳み式ヘルメット 

                           ４，０００個 

            収納ケース          ６，２５０個 

            幼児用防災頭巾        １，０９０枚 

 （３）購入予定価格  ３，９０６万６，５００円 

 （４）購入の相手方  港区元赤坂一丁目５番２０号ロイヤル赤坂サル 

            ーン７０４ 

            加賀屋産業株式会社赤坂営業所 

 

議案第９４号             【環境リサイクル支援部環境課】 

 指定管理者の指定について（港区立エコプラザ） 

 

 本案は、エコプラザの指定管理者を指定するものです。 

 ○ 内  容 

 （１）対象施設   港区立エコプラザ 

 （２）指定管理者  千代田区神田神保町二丁目３０番地株式会社小学 

           館集英社プロダクション内 

           港区エコみらいプロジェクト 

 （３）指定の期間  令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

 

議案第９５号               【高輪地区総合支所管理課】 

 指定管理者の指定について（港区立神応いきいきプラザ） 

 

 本案は、神応いきいきプラザの指定管理者を指定するものです。 

 ○ 内  容 

 （１）対象施設   港区立神応いきいきプラザ 

 （２）指定管理者  世田谷区駒沢一丁目４番１５号真井ビル 

           社会福祉法人奉優会 

 （３）指定の期間  令和５年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

 

さない 
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議案第９６号               【高輪地区総合支所管理課】 

 指定管理者の指定について（港区立神応保育園） 

 

 本案は、神応保育園の指定管理者を指定するものです。 

 ○ 内  容 

 （１）対象施設   港区立神応保育園 

 （２）指定管理者  目黒区目黒三丁目１１番３号ＡＩビル３階 

           株式会社アソシエ・インターナショナル 

 （３）指定の期間  令和５年４月１日から令和１５年３月３１日まで 

 

議案第９７号             【芝浦港南地区総合支所管理課】 

 指定管理者の指定について（港区立しばうら保育園等） 

 

 本案は、しばうら保育園等の指定管理者を指定するものです。 

 ○ 内  容 

 （１）対象施設   港区立しばうら保育園 

           港区立しばうら保育園分園 

 （２）指定管理者  千代田区神田神保町二丁目２０番地株式会社小学 

           館アカデミー内 

           小学館アカデミー・太平ビルサービス共同事業グ 

           ループ 

 （３）指定の期間  令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 

議案第９８号             【芝浦港南地区総合支所管理課】 

 指定管理者の指定について（港区立港南子ども中高生プラザ） 

 

 本案は、港南子ども中高生プラザの指定管理者を指定するものです。 

 ○ 内  容 

 （１）対象施設   港区立港南子ども中高生プラザ 

 （２）指定管理者  墨田区東駒形四丁目６番２号一般財団法人本所賀 

           川記念館内 

           本所賀川記念館・太平ビルサービス共同事業体 

 （３）指定の期間  令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

 

 



 １８

議案第９９号               【みなと保健所健康推進課】 

 指定管理者の指定について（港区立がん在宅緩和ケア支援センター） 

 

 本案は、がん在宅緩和ケア支援センターの指定管理者を指定するもので 

す。 

 ○ 内  容 

 （１）対象施設   港区立がん在宅緩和ケア支援センター 

 （２）指定管理者  港区西新橋三丁目２５番８号 

           学校法人慈恵大学 

 （３）指定の期間  令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

 

 

（追加議案） 

 港区教育委員会教育長の任命の同意について 

 

 本案は、令和４年１０月１１日で任期満了となる浦田幹男教育長の後任 

者について、任命の同意を求めるものです。 

 

 港区監査委員の選任の同意について 

 

 本案は、令和４年１０月９日で任期満了となる德重寛之委員の後任者に 

ついて、選任の同意を求めるものです。 



　１　歳入歳出予算補正
（単位：千円）

２　総　務　費 24,452,636 756,571 25,209,207 都支出金 165,088 １ 職員人件費を追加 1,127
その他 277,767  (1)会計年度任用職員を追加 (1,127 )

計 442,855 ２ 未来を切り拓く人材の育成と誰もが活躍する執行体制の
 整備に要する追加経費を計上 381,595
 (1)派遣職員等管理を追加 (381,595 )

３ 地震などの自然災害の防災対策の充実に要する追加経費
 を計上 136,700
 (1)地域防災計画改定を計上 (14,223 )
 (2)帰宅困難者対策を追加 (5,445 )
 (3)通信施設等維持管理を追加 (84,692 )
 (4)共同住宅の震災対策を追加 (32,340 )

４ 災害に強い体制の強化に要する追加経費を計上 107,390
 (1)備蓄物資整備を追加 (107,390 )

５ 地域の防災力の向上に要する追加経費を計上 13,759
 (1)家具転倒防止対策等促進事業を追加 (13,759 )

６ コミュニティ活動の場の提供に要する追加経費を計上 32,000
 (1)旧飯倉小学校跡地活用施設整備を追加 (32,000 )

７ 基礎自治体として自主・自立した行財政運営の確立に要する
 追加経費を計上 84,000
 (1)過誤納還付金等を追加 (84,000 )

３　環境清掃費 6,887,567 59,484 6,947,051 １ 地球温暖化対策の推進に要する追加経費を計上 33,645
 (1)創エネルギー・省エネルギー機器等助成を追加 (32,645 )
 (2)「ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００」再エネ電力導入サポート
   事業を計上 (1,000 )

２ 環境美化活動の推進に要する追加経費を計上 25,839
 (1)みなとタバコルール推進を追加 (25,839 )

４　民　生　費 60,162,113 4,110,171 64,272,284 国庫支出金 70,872 １ 誰もが安心して暮らせる地域づくりに要する追加経費の計上
都支出金 256,495  及び更正 114,810
その他 572,543  (1)高齢者施設等におけるＰＣＲ検査支援事業を追加 (25,200 )

計 899,910  (2)新型コロナウイルス感染症対策在宅要介護者緊急一時支援
   事業を追加 (4,950 )

特　定　財　源 一　般　財　源

313,716

議案第８３号 別表１

令和４年度港区一般会計補正予算（第２号）概要

款 補正前の額 補　正　額 計
補　正　額　の　財　源　内　訳

補　　正　　額　　の　　説　　明

59,484

3,210,261
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４　民　生　費  (3)エネルギー価格高騰に対する民間介護サービス事業所への
 （つづき）    支援事業を計上 (84,660 )

２ 障害者が安心して暮らせる環境の整備に要する追加経費を
 計上 9,324
 (1)エネルギー価格高騰に対する民間障害福祉サービス等事業
   所への支援事業を計上 (9,324 )

３ 障害者の生活を支えるサービスの充実に要する追加経費を
 計上 27,300
 (1)介護給付・訓練等給付を追加 (27,300 )

４ 特別な配慮の必要な子どもへの支援に要する追加経費を計上 5,099
 (1)障害児通所支援事業を追加 (4,764 )
 (2)障害児入所給付を追加 (335 )

５ 心豊かで健康な生活への支援に要する追加経費の計上及び
 更正 28,903
 (1)神応いきいきプラザ等整備を追加 (28,903 )

６ 職員人件費を追加 3,848
 (1)一般職員を追加 (3,848 )

７ 子どもの健やかな成長を支援する総合的な施策の推進に要する
 追加経費を計上 695,459
 (1)国庫支出金等過年度分償還金を追加 (664,348 )
 (2)神明子ども中高生プラザ管理運営を追加 (1,426 )
 (3)麻布子ども中高生プラザ管理運営を追加 (1,538 )
 (4)赤坂子ども中高生プラザ管理運営を追加 (3,108 )
 (5)高輪子ども中高生プラザ管理運営を追加 (1,835 )
 (6)港南子ども中高生プラザ管理運営を追加 (2,700 )
 (7)芝浦アイランド児童高齢者交流プラザ管理運営を追加 (1,633 )
 (8)麻布地区学童クラブ（港区学童クラブ）を追加 (990 )
 (9)高輪地区学童クラブ（港区学童クラブ）を追加 (2,271 )
 (10)芝浦港南地区学童クラブ（港区学童クラブ）を追加 (2,086 )
 (11)芝地区放課ＧＯ→クラブを追加 (1,631 )
 (12)麻布地区放課ＧＯ→クラブを追加 (2,568 )
 (13)赤坂地区放課ＧＯ→クラブを追加 (4,735 )
 (14)高輪地区放課ＧＯ→クラブを追加 (1,301 )
 (15)芝浦港南地区放課ＧＯ→クラブを追加 (1,584 )
 (16)芝地区地域資源活用はぐくみ支援事業を計上 (1,705 )

款 補正前の額 補　正　額 計 補　　正　　額　　の　　説　　明
補　正　額　の　財　源　内　訳

特　定　財　源 一　般　財　源
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４　民　生　費 ８ 子どもの権利擁護を重視した環境づくりに要する追加経費
 （つづき）  を計上 7,669

 (1)児童福祉施設措置費等支弁を追加 (7,669 )

９ 支援が必要な子どもと家庭を確実に支えるに要する追加経費
 を計上 2,465,580
 (1)子ども医療費助成を追加 (23,165 )
（2)港区子育て応援商品券を計上 (2,408,816 )
（3)ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業を追加 (33,599 )

10 保育園待機児童ゼロの継続に要する追加経費を計上 54,732
 (1)認証保育所運営助成を追加 (17,285 )
 (2)地域型保育事業を追加 (6,811 )
 (3)神明保育園管理運営を追加 (1,986 )
 (4)東麻布保育園管理運営を追加 (1,839 )
 (5)元麻布保育園管理運営を追加 (2,235 )
 (6)しばうら保育園管理運営を追加 (3,588 )

  (7)たかはま保育園管理運営を追加 (2,022 )
 (8)芝浦アイランドこども園管理運営を追加 (1,998 )
 (9)芝地区港区保育室事業を追加 (996 )
 (10)麻布地区港区保育室事業を追加 (462 )
 (11)赤坂地区港区保育室事業を追加 (2,403 )
 (12)高輪地区港区保育室事業を追加 (5,330 )
 (13)芝浦港南地区港区保育室事業を追加 (5,384 )
 (14)麻布地区みなと保育サポート事業管理運営を追加 (567 )
 (15)赤坂地区みなと保育サポート事業管理運営を追加 (247 )
 (16)高輪地区みなと保育サポート事業管理運営を追加 (1,058 )
 (17)芝浦港南地区みなと保育サポート事業管理運営を追加 (521 )

11 保育園における保育の質の向上に要する追加経費
 を計上 90,278
 (1)保育力向上支援事業を追加 (2,640 )
 (2)病児・病後児保育を追加 (146 )
 (3)エネルギー価格高騰に対する私立認可保育所等への支援
   事業を計上 (18,456 )
 (4)区内私立保育園委託を追加 (69,036 )

12 子育て支援サービスの充実に要する追加経費を計上 23,382
 (1)子育てひろば事業を追加 (594 )
 (2)みなと子育てサポートハウス事業を追加 (1,254 )
 (3)みなと子育て応援プラザ事業を追加 (1,175 )

款 補正前の額 補　正　額 計 補　　正　　額　　の　　説　　明
補　正　額　の　財　源　内　訳

特　定　財　源 一　般　財　源
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４　民　生　費  (4)エネルギー価格高騰に対する子育て支援施設への支援

 （つづき）    事業を計上 (180 )
 (5)派遣型一時保育を追加 (732 )
 (6)産前産後家事・育児支援事業を追加 (12,034 )

  (7)乳幼児ショートステイ事業を追加 (1,660 )
 (8)芝地区子育てひろば事業管理運営を追加 (773 )
 (9)麻布地区子育てひろば事業管理運営を追加 (1,200 )
 (10)赤坂地区子育てひろば事業管理運営を追加 (990 )
 (11)高輪地区子育てひろば事業管理運営を追加 (614 )
 (12)芝浦港南地区子育てひろば事業管理運営を追加 (2,176 )

13 低所得者の生活の支援及び自立施策の充実に要する追加
 経費を計上 583,787
 (1)国庫支出金等過年度分償還金を計上 (583,787 )

５　衛　生　費 8,002,717 1,937,974 9,940,691 国庫支出金 1,887,475 １ 安心できる地域保健・地域医療体制の推進に要する追加
 経費を計上 2,000
 (1)地域医療機関等との連携による感染制御支援事業を計上 (2,000 )

２ 感染症対策の強化・推進に要する追加経費を計上 1,935,974
 (1)予防接種事業を追加 (9,249 )
 (2)新型コロナウイルスワクチン接種を追加 (1,769,725 )
 (3)感染症入院医療費公費負担を追加 (157,000 )

６　産業経済費 4,145,116 1,866,864 6,011,980 都支出金 105,665 １ 産学官が連携して地域社会の発展に資する効果的な産業
その他 1,408,649  の創出に要する追加経費を計上 100,189

計 1,514,314  (1)販路拡大支援を追加 (100,189 )

２ 魅力あふれる商店街の支援に要する追加経費を計上 313,705
 (1)区内共通商品券発行支援を追加 (313,705 )

３ 将来にわたり持続可能な店舗づくりに要する追加経費を
 計上 1,452,970
 (1)区内商店等消費喚起ポイント還元事業を計上 (1,452,970 )

７　土　木　費 19,953,578 △ 30,494 19,923,084 その他 169,289 １ 安全で安心に移動できる道路の整備に要する経費の減
 及び更正 △ 89,484
（1)麻布地区道路・側溝等維持管理の減 (△ 103,884 )
（2)麻布地区歩道整備を追加 (14,400 )

２ 安全で快適に利用できる公共施設の整備に要する追加
 経費を計上 9,790
（1)清潔で魅力的なまちづくりの推進を追加 (9,790 )

款 補正前の額 補　正　額 計
補　正　額　の　財　源　内　訳

補　　正　　額　　の　　説　　明
特　定　財　源 一　般　財　源

50,499

352,550

△ 199,783
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７　土　木　費 ３ 地域特性を生かした魅力のある街並み景観の形成に要する
　 （つづき）  追加経費を計上 41,600

 (1)運河の魅力向上事業を追加 (41,600 )

４ 災害に強いまちづくりに要する追加経費の計上及び更正 7,600
 (1)建築物耐震改修等促進を追加 (7,600 )

８　教　育　費 29,518,296 1,434,395 30,952,691 その他 3,728,935 １ 安全・安心で魅力ある教育環境の整備に要する追加経費
 の計上及び更正 1,332,352
 (1)教育施設環境活動支援を追加 (19,198 )
（2)学校給食安定供給緊急対策事業を追加 (11,458 )
 (3)ＧＩＧＡスクール推進事業を追加 (28,075 )
（4)小学校施設改修を追加 (38,460 )
（5)赤羽小学校等改築を追加 (1,221,254 )
（6)幼稚園施設改修を追加 (13,907 )

２ 小学校入学前教育の充実に要する追加経費を計上 1,440
 (1)エネルギー価格高騰に対する私立幼稚園等への支援事業
   を計上 (1,440 )

３ 「徳」「知」「体」の育成に要する追加経費を計上 52,659
 (1)学校2020レガシーの推進を計上 (52,659 )

４ 生涯学習施設の機能の充実に要する追加経費を計上 37,966
 (1)生涯学習センター管理運営を追加 (37,966 )

５ スポーツを楽しむ場の確保と利用促進に要する追加経費
 を計上 9,978
 (1)区立運動場管理運営を追加 (9,978 )

10　諸支出金 7,803,175 10,671 7,813,846 国庫支出金 257 １ 介護保険会計繰出金を追加 10,671
都支出金 129

計 386

11　予　備　費 1,000,000 500,000 1,500,000 １ 予備費を追加 500,000

歳出合計 162,748,618 10,645,636 173,394,254

国庫支出金 1,958,604 　繰越金 2,002,472
都支出金 527,377

繰入金 6,157,183

8,643,164

8,643,164 2,002,472

計

△ 2,294,540

10,285

500,000

補　　正　　額　　の　　説　　明款 補正前の額 補　正　額 計
補　正　額　の　財　源　内　訳

特　定　財　源 一　般　財　源
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  ２　繰越明許費

（単位：千円）

款

  ３　債務負担行為補正

    追　    　加

2,407,170

６　産業経済費 １　商  工  費
 販路拡大支援 80,000

 区内共通商品券発行支援 313,705

項 事　業　名 金　額

４　民　生　費 ２　児童福祉費  港区子育て応援商品券

　（単位：千円）

令和４年度～令和５年度 6,419

保育施設に対するアドバイザー派遣 令和５年度 6,600

浜路橋ライトアップ工事

令和５年度～令和６年度

令和４年度～令和５年度

令和５年度

令和４年度～令和５年度

令和５年度

令和５年度

令和４年度～令和５年度

令和５年度

74,700

243,090

19,492

173,913

21,688

103,884

事　項

東麻布二丁目複合施設整備（基本設
計及び実施設計）

地域災害情報システム構築

期　間 限度額

令和４年度～令和５年度 273,724

180,977

62,471

麻布十番一・二丁目道路照明工事
（Ⅲ期）

南麻布一丁目擁壁補修工事

北青山二丁目道路整備

北青山高齢者在宅サービスセンター
改修

防災街づくり整備指針改定

麻布十番一・二丁目道路整備（Ⅱ
期）

防災情報メール配信システム構築
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    変　　　　更 　（単位：千円）

　１　歳入歳出予算補正
（単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

２　保険給付費 15,648,933 80,374 15,729,307 国庫支出金 １ 居宅介護・予防サービス等給付を追加 56,996
支払基金交付金
都支出金 ２ 施設介護サービス給付を追加 23,378

３　地域支援 1,011,297 887 1,012,184 国庫支出金 １ 介護予防訪問事業を追加 593
　　事業費 支払基金交付金

都支出金 ２ 介護予防通所事業を追加 294

４  基金積立金 563 380,393 380,956 支払基金交付金 １ 介護保険給付準備基金積立金を計上 380,393
その他

５　諸支出金 8,193 172,791 180,984 その他 １ 国庫支出金等過年度分償還金を計上 172,791

歳出合計 17,294,529 634,445 17,928,974

　国庫支出金
　支払基金交付金
　都支出金
　繰入金
　繰越金
　　　計

110

31,636

その他 30,783

議案第８４号

17,843

10,047
21,701

補　正　額　の　財　源　内　訳 補　　正　　額　　の　　説　　明

10,157

552,374
634,445

634,445

18,041
22,237

296
380,097

172,791

198
240

その他 339

令和４年度港区介護保険会計補正予算（第１号）概要

事　項
補正前 補正後

期　間 限度額 期　間 限度額

赤羽幼稚園等改築 令和５年度～令和８年度 3,492,901 令和５年度～令和８年度 2,749,439

令和４年度～令和７年度 6,012,371シティハイツ高浜等整備 令和４年度～令和７年度 5,802,182

7



議案第８５号 別表２

１　歳　　　入

予 算 現 額 収 入 済 額 比 較 増 減 収 入 率

1 特 別 区 税 85,599,415,000 86,664,195,854 1,064,780,854 101.2%

2 地 方 譲 与 税 434,367,000 455,275,000 20,908,000 104.8%

3 利 子 割 交 付 金 233,000,000 218,275,000 △ 14,725,000 93.7%

4 配 当 割 交 付 金 1,080,000,000 1,572,922,000 492,922,000 145.6%

5 株式等譲渡所得割交付金 1,000,000,000 1,928,332,000 928,332,000 192.8%

6 地 方 消 費 税 交 付 金 12,882,000,000 13,358,468,000 476,468,000 103.7%

7 交通安全対策特別交付金 36,000,000 40,515,000 4,515,000 112.5%

8 環 境 性 能 割 交 付 金 76,000,000 102,139,570 26,139,570 134.4%

9 地 方 特 例 交 付 金 79,165,000 79,165,000 0 100.0%

10 特 別 区 交 付 金 1,500,001,000 2,765,125,000 1,265,124,000 184.3%

11 分 担 金 及 び 負 担 金 1,406,575,000 1,278,944,748 △ 127,630,252 90.9%

12 使 用 料 及 び 手 数 料 8,992,246,000 8,635,131,155 △ 357,114,845 96.0%

13 国 庫 支 出 金 31,906,020,000 30,975,939,222 △ 930,080,778 97.1%

14 都 支 出 金 11,588,171,000 12,240,420,782 652,249,782 105.6%

15 財 産 収 入 2,443,908,000 2,677,862,652 233,954,652 109.6%

16 寄 附 金 672,626,000 632,459,416 △ 40,166,584 94.0%

17 繰 入 金 21,601,643,000 19,863,436,000 △ 1,738,207,000 92.0%

18 繰 越 金 7,683,998,456 7,683,998,806 350 100.0%

19 諸 収 入 2,387,134,000 2,775,960,839 388,826,839 116.3%

191,602,269,456 193,948,566,044 2,346,296,588 101.2%

２　歳　　　出

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

1 議 会 費 742,481,000 709,852,604 0 32,628,396 95.6%

2 総 務 費 26,288,039,836 24,761,671,476 117,781,863 1,408,586,497 94.2%

3 環 境 清 掃 費 6,774,418,000 6,576,028,293 0 198,389,707 97.1%

4 民 生 費 64,372,778,510 60,068,655,615 1,552,022,122 2,752,100,773 93.3%

5 衛 生 費 13,635,138,000 12,559,129,359 648,447,000 427,561,641 92.1%

6 産 業 経 済 費 14,452,217,715 13,188,004,611 187,321,829 1,076,891,275 91.3%

7 土 木 費 18,401,791,000 17,791,745,299 163,129,000 446,916,701 96.7%

8 教 育 費 30,530,959,395 29,805,078,756 429,000 725,451,639 97.6%

9 公 債 費 158,449,000 156,827,784 0 1,621,216 99.0%

10 諸 支 出 金 15,607,186,000 15,468,111,058 0 139,074,942 99.1%

11 予 備 費 638,811,000 0 0 638,811,000 　―

191,602,269,456 181,085,104,855 2,669,130,814 7,848,033,787 94.5%歳 出 合 計

令和３年度　港区一般会計款別歳入歳出決算

単位 ： 円、％

款

歳 入 合 計

単位 ： 円、％

款



議案第８６号 別表３

１　歳　　　入

予 算 現 額 収 入 済 額 比 較 増 減 収 入 率

1 国 民 健 康 保 険 料 7,142,334,000 7,205,288,859 62,954,859 100.9%

2 一 部 負 担 金 4,000 0 △ 4,000 0.0%

3 国 庫 支 出 金 70,583,000 70,603,000 20,000 100.0%

4 都 支 出 金 14,016,879,000 13,878,257,573 △ 138,621,427 99.0%

5 繰 入 金 1,777,924,000 1,777,924,000 0 100.0%

6 繰 越 金 1,109,841,000 1,109,841,163 163 100.0%

7 諸 収 入 13,887,000 40,935,404 27,048,404 294.8%

8 使 用 料 及 び 手 数 料 6,000 17,100 11,100 285.0%

24,131,458,000 24,082,867,099 △ 48,590,901 99.8%

２　歳　　　出

予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額 執 行 率

1 総 務 費 541,810,000 468,024,294 73,785,706 86.4%

2 保 険 給 付 費 13,983,804,000 13,543,349,717 440,454,283 96.9%

3 国民健康保険事業費納付金 9,081,001,000 9,080,999,347 1,653 100.0%

4 共 同 事 業 拠 出 金 2,000 238 1,762 11.9%

5 保 健 事 業 費 188,112,000 149,505,894 38,606,106 79.5%

6 諸 支 出 金 247,034,000 217,415,405 29,618,595 88.0%

7 予 備 費 89,695,000 0 89,695,000    ―

24,131,458,000 23,459,294,895 672,163,105 97.2%歳 出 合 計

令和３年度　港区国民健康保険事業会計款別歳入歳出決算

単位 ： 円、％

款

歳 入 合 計

単位 ： 円、％

款



議案第８７号 別表４

１　歳　　　入 単位 ： 円、％

予 算 現 額 収 入 済 額 比 較 増 減 収 入 率

1 後期高齢者医療保険料 3,503,570,000 3,527,136,500 23,566,500 100.7%

2 繰 入 金 1,938,137,000 1,898,546,003 △ 39,590,997 98.0%

3 繰 越 金 80,337,000 80,337,802 802 100.0%

4 諸 収 入 121,740,000 131,227,127 9,487,127 107.8%

5 使 用 料 及 び 手 数 料 1,000 0 △ 1,000 0.0%

5,643,785,000 5,637,247,432 △ 6,537,568 99.9%

２　歳　　　出

予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額 執 行 率

1 総 務 費 162,344,000 136,307,113 26,036,887 84.0%

2 広 域 連 合 負 担 金 5,230,236,000 5,229,139,644 1,096,356 100.0%

3 保 険 給 付 費 84,163,000 73,486,530 10,676,470 87.3%

4 保 健 事 業 費 112,842,000 97,165,613 15,676,387 86.1%

5 諸 支 出 金 4,925,000 4,335,500 589,500 88.0%

6 予 備 費 49,275,000 0 49,275,000 　 　 ―

5,643,785,000 5,540,434,400 103,350,600 98.2%歳 出 合 計

令和３年度　港区後期高齢者医療会計款別歳入歳出決算

款

歳 入 合 計

単位 ： 円、％

款　



議案第８８号 別表５

１　歳　　　入

予 算 現 額 収 入 済 額 比 較 増 減 収 入 率

1 介 護 保 険 料 4,013,737,000 4,058,734,190 44,997,190 101.1%

2 国 庫 支 出 金 3,303,248,000 3,478,238,362 174,990,362 105.3%

3 支 払 基 金 交 付 金 4,290,350,000 4,170,642,000 △ 119,708,000 97.2%

4 都 支 出 金 2,376,910,000 2,319,495,973 △ 57,414,027 97.6%

5 財 産 収 入 498,000 107,589 △ 390,411 21.6%

6 寄 附 金 1,000 0 △ 1,000 0.0%

7 繰 入 金 2,880,899,000 2,781,415,931 △ 99,483,069 96.5%

8 繰 越 金 1,095,036,000 1,095,036,265 265 100.0%

9 諸 収 入 33,000 1,503,317 1,470,317 4555.5%

10 使 用 料 及 び 手 数 料 1,000 0 △ 1,000 0.0%

17,960,713,000 17,905,173,627 △ 55,539,373 99.7%

２　歳　　　出

予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額 執 行 率

1 総 務 費 679,948,000 645,771,498 34,176,502 95.0%

2 保 険 給 付 費 15,231,595,000 14,756,247,464 475,347,536 96.9%

3 地 域 支 援 事 業 費 948,753,000 843,063,709 105,689,291 88.9%

4 基 金 積 立 金 643,985,000 643,594,120 390,880 99.9%

5 諸 支 出 金 456,432,000 455,930,599 501,401 99.9%

17,960,713,000 17,344,607,390 616,105,610 96.6%歳 出 合 計

令和３年度　港区介護保険会計款別歳入歳出決算

単位 ： 円、％

款

歳 入 合 計

単位 ： 円、％

款　
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３年度決算 港区財政レポート － 普通会計決算による分析 概要版 －

≪歳入 1,938億円≫

〇一般財源で特別区税等が増、特定財源で繰入金等が増

〇前年度比96億円、5.2％の増

歳 入 歳 出

財政指標

≪経常収支比率…71.9％≫
〇特別区税等の増収により、前年度比2.7ポイント減
〇一般に適正といわれる70～80％の水準を確保

≪健全化判断比率…区財政が健全な状況を示している≫
〇区財政の健全性を判断するための４つの比率いずれにおいても、

早期健全化基準（財政健全化計画の策定が求められる基準）を
大きく下回っており、区財政は健全

事 業 別

活動報告

３年度決算額は、前年度と比べ、
歳入、歳出とも増加

問合せ

港区企画経営部財政課
電話 3578-2098

≪歳出 1,810億円≫
〇芝浜小学校の整備などにより教育費の割合が増加
〇前年度比100億円、5.8％の増

健全化判断比率の状況

※計数については、原則として表示単位未満を四捨五入し、端数調整をして
いないため、合計等と一致しない場合があります(裏面も同様）。

基金・区債 健全化判断比率

※基金・区債は区における全ての会計の決算額で算出しています。

目的別歳出決算額
億円

※利用料金制を導入している施設については、施設使用（利用）料が指定管理者の収入となり、指定管理委託費の中で精算されます。

本来、区の収入には計上されませんが、利用者の負担を分かりやすく示すため、「事業コスト」と「収入」に上乗せして計上しています。

基金残高と区債残高の推移経常収支比率の推移

億円
歳入決算額

≪基金残高…1,890億円≫
〇教育施設整備基金や公共施設等整備基金を積極的に活用するなど、

199億円を取り崩すとともに、将来への備えとして221億円を積立て

※実質公債費比率については、比率が負の値でも算定値として表記することにして

いますが、他の比率については、負の値となる場合は、「－」と表記し、（ ）内

の比率は、算出した比率を実数で表したものです。

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率にかかる早期健全化基準は、各地方公共団体の

標準財政規模により異なります。

本レポートでは、総務省の定める全国統一基準に基
づく普通会計により決算分析を行っています。

区民保養施設（大平台みなと荘） 総額 443 百万円 88,594円 43 百万円 総額 400 百万円

区 民 保 養 施 設 （ 借 上 施 設 ） 総額 128 百万円 19,900円 総額 128 百万円

２ い き い き プ ラ ザ 総額 1,716 百万円 2,705円 21 百万円 総額 1,695 百万円

３ 保 育 園 総額 7,438 百万円 2,527千円 543 百万円 総額 6,896 百万円

４ 予 防 接 種 事 業 総額 1,057 百万円 8,572円 31 百万円 総額 1,026 百万円

５ 清 掃 事 業 総額 5,261 百万円 20,329円 625 百万円 総額 4,635 百万円

６ 放 置 自 転 車 対 策 総額 856 百万円 3,309円 92 百万円 総額 764 百万円

７ ち ぃ ば す 運 行 総額 678 百万円 230円 162 百万円 総額 515 百万円

８ 公 園 総額 813 百万円 3,142円 80 百万円 総額 733 百万円

学 校 給 食 （ 小 ） 総額 1,480 百万円 709円 545 百万円 総額 935 百万円

学 校 給 食 （ 中 ） 総額 457 百万円 997円 128 百万円 総額 329 百万円

10 学 校 プ ー ル 開 放 総額 203 百万円 4,356円 11 百万円 総額 193 百万円

１

事　　　　　業 収　　入

９

延べ利用者１人当たり

事　業 　コ　ス　ト 区民税等一般財源

延べ利用者１人当たり

予防接種１回当たり

延べ利用者１人当たり －

入所児童１人当たり

延べ利用者１人当たり

区民１人当たり

区民１人当たり

延べ利用者１人当たり

給食１食当たり

区民１人当たり

給食１食当たり

≪区債残高…２億円≫
〇計画的な償還を行い、新規発行無し

※その他一般財源には、地方譲与税、地方消費税交付金、配当割交付金等があります。

※その他特定財源には、財産収入、寄附金等があります。

令和４年７月
８日付速報値

（単位：％）

２年度

２年度

区　分 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

港　　区

３年度
－ －

△ 1.4
－

（△ 11.98) （△ 13.29) （△ 207.5)

２年度

24.9

－ －
△ 1.6

－

（△ 11.25) （△ 13.54) （△ 205.1)

特別区平均 － － △ 3.4 －

全国区市
町村平均 － － 5.7

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 350.0

財政再生基準 20.00 30.00 35.0

Administrator
スタンプ



純資産（一般会計等）
３兆5,791億円

資産（一般会計等）
３兆6,031億円

負債（一般会計等）
241億円

資産（連結会計）

３兆6,363億円

負債（連結会計）

284億円

純資産（連結会計）

３兆6,079億円

【 貸借対照表 ・ 純資産変動計算書 】

〇将来世代へ引き継ぐ資産は、前年度比106億

円増の３兆6,031億円

〇将来世代の負担である負債は、前年度比6億

円減の241億円
〇資産から負債を差し引いた純資産は、113億

円増の３兆5,791億円
〇総資産に占める純資産の割合（純資産比率）

は、一般会計等で99.3％となっており、将来

世代の負担は少なく区財政の弾力性が保たれ

ている

３年度決算 港区財政レポート － 地方公会計制度による分析 概要版 －

港区では、28年度決算から総務省が新たに示した「統一

的な基準」に基づき、外郭団体等の関係団体を連結団体と

して含めた区全体の財務書類を作成しています。

発生した費用や収入に基づく企業会計手法を取り入れた

地方公会計制度による財務書類を作成することにより、区

の資産や負債の全体像、行政サービスにかかるコストなど

を分析し、経年での比較等を行っています。

地方公会計制度に基づく
決算書（財務書類）

【 資金収支計算書 】【 行政コスト計算書 】

〇一般会計等における純行政コストは107億円減の1,377億円

〇一般会計等において、経常費用は前年度比93億円減の1,507億円、

経常収益は同８億円減の115億円

〇連結会計における純行政コストは2,032億円

〇本年度末現金預金残高は、前年度比５億円減の205億円

〇業務活動収支の黒字額は、前年度比29億円増の202億円

〇投資活動収支の赤字額は、前年度比80億円増の203億円

〇財務活動収支の赤字額は、前年度比３億円減の４億円

〇本年度末資金残高は、前年度比４億円減の129億円 ※一般会計等

【 財務書類の相互関係 】

財 務 書 類 に つ い て

●資産と負債のバランスを見る「貸借対照表」

●現金の収支を見る「資金収支計算書」

●行政サービスのコストと収入を見る「行政コスト計算書」
●純資産の増減内訳を見る「純資産変動計算書」

財務書類４表の相互関係

【 財政関連指標等を用いた分析 】

【主な指標と分析】

〇純資産比率…前年度と同水準、将来世代へ

の負担小

〇社会資本形成の世代間負担比率…前年度と

同水準、将来世代への先送り負担小

〇受益者負担比率…前年度と同水準、自主財源

確保に努めていることが分かる

〇行政コスト対税収等比率…特別定額給付金の

完了などにより、前年度比1.6ポイント減

〇区の財務状況は、将来世代へ負担を増やさない

健全な財政運営を継続実施

● 行政コスト計算書の概要 ● 資金収支計算書の概要

【 財務書類の相互関係 】
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【 貸借対照表 ・ 純資産変動計算書 】

● 純資産変動計算書の概要

● 貸借対照表の概要

一般会計等

連結会計分

１ 純 資 産 比 率 ％

２ 有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 率 ％

３ 歳 入 額 対 資 産 比 率 年

４ 社会資本形成の世代間負担比率 ％

５ 受 益 者 負 担 比 率 ％

６ 行 政 コ ス ト 対 税 収 等 比 率 ％

36.1

18.0

0.1

7.6

91.6

99.3 99.3 99.2 99.2

財政関連指標等 単位
２年度 元年度 30年度 29年度

港区

３年度

99.3

23.9 18.9

35.8 35.7 34.9 34.1

19.0 22.4

93.2 81.6 87.1 84.1

7.6 13.8 9.2 10.3

0.1 0.1 0.1 0.2

一般会計等 連結会計
前年度末残高 ３兆5,678億円 ３兆5,952億円

純行政コスト △1,377億円 △2,032億円
財源 1,521億円 2,183億円
固定資産等の変動 △31億円 △33億円

本年度末残高 ３兆5,791億円 ３兆6,079億円

一般会計等

連結会計分
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